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平成１５年度総合科学技術会議が行う国家的に重要な研究開発の評価後の取り組み（南極地域観測事業）

具体的な対応状況
指摘事項

文部科学省（本部） 国立極地研究所

観測計画立案 ○基本問題委員会意見のとりまとめ（平成１６年６月１６日南極地 ○南極観測審議委員会を平成１７年１月に開催し、観測計画公募の
の視点とその 域観測統合推進本部総会決定）を受け、平成１７年３月に南極本 方針案、観測事業計画立案のプロセス案を諮り意見を得た。この
公開性・国際 部連絡会に諮り、南極地域観測統合推進本部の下に常置の委員会 意見を下にこれらの案を作成し、５月２０日開催予定の同委員会
性について として 「観測事業計画検討委員会」及び「外部評価委員会」を に諮る。、

設置することを決定した。 観測計画の公募については、第Ⅶ期計画策定とも関連するため、
、 。南極観測審議委員会において そのプロセスなどを更に審議する

○「観測事業計画検討委員会」について また、今年度の計画の事前評価は、１月開催の両審議委員会で実
①座 長 小池勲夫国立大学法人東京大学海洋研究所教授 施した。
②委員数 １２名
③検討事項 ○平成１７年５月２０日開催予定の南極観測審議委員会及び２３日
・中長期計画の検討 開催予定の南極設営計画審議委員会において、３月末に帰国した
・次年度の観測隊の観測項目・計画、設営計画 第４５次越冬隊及び第４６次夏隊の外部事後評価を実施する。
・当該年度派遣の観測隊の測項目・計画、設営計画 この評価結果を次期観測事業計画に反映させるプロセス案につい

④開催頻度 ても両審議委員会に諮る。
・年３回程度 また、南極地域観測統合推進本部（文部科学省）に設置された２

⑤開催状況 つの委員会のアウトプットを、今後、国立極地研究所内の南極観
・第１回 平成１７年４月１５日 測審議委員会等の議論に反映させていく予定である。
・第２回 平成１７年６月３日開催予定

○日本／中国／韓国の極地研究所は「アジア極地研究フォーラム」
○「外部評価委員会」について を組織した。平成１７年５月１７～１９日の間、同フォーラムの
①座 長 西田篤弘国立大学法人総合研究大学院大学理事 地球科学ワーキンググループ（委員長：白石教授（国立極地研究
②委員数 １０名 所）が韓国で開催され、研究協力及び連携方策を協議する。
③検討事項
・観測事業計画の年次事後評価 ○平成１７年３月、パリの国際科学会議（ＩＣＳＵ）で開催された
・中期計画の事後評価 国際極年（ＩＰＹ２００７－２００８）合同委員会に参加（国立
・テーマ別評価 極地研究所 藤井教授が１２名の委員の一員として参加）し、計

④開催頻度 画提案と今後の進め方について議論した。
・年３回程度

⑤開催状況 ○平成１７年５月１１～１２日にドイツのアルフレッド・ウェゲナ
・第１回 平成１７年４月１５日 ー極地研究所で、２００７／２００８年シーズンに昭和基地周辺
・第２回 平成１７年５月３０日開催予定 で行う日独共同航空機観測のワークショップを共同開催した。



具体的な対応状況
指摘事項

文部科学省（本部） 国立極地研究所

推進・支援体 ○環境保全対策の推進の観点から、基地周辺の廃棄物（総廃棄物量 ○隊員の公募については、昨秋から開始した。定常観測を除く観測
制の改革や整 約２９１トン）を早期の国内に持ち帰りのため、昭和基地クリー 隊員（第４７次隊）を、極地研のホームページを活用して公募し
備について ンアップ４ヵ年計画を策定した。 た。

（第４６次航海（本年４月１３日晴海に帰国）で、４年計画の初 なお、次隊の公募は、９月頃から開始する予定である。
年度として、約２１５トン（うち、残置廃棄物１２８トン）を持
ち帰った ） ○定常観測（モニタリング観測）について、効率的な人員の配置に。

ついて検討中である。

○基地の設営・運営については、効率的な設営・運営方法について
、 、 。検討しているが 今後 新たな検討組織を立ち上げて議論を行う

○平成１６年６月に開催した新エネルギー利用と環境保全をテーマ
にした「第 回極地設営シンポジウム」において、民間企業など1
から提案を受けた自然エネルギー分野、環境保全分野及び無人垂
直離発着小型航空機の開発等で民間との共同研究を開始する予定
である。
１７年６月３日に「第２回極地設営シンポジューム」を開催し、
新たな産学連携のプログラムの可能性を検討する予定である。

将来に向けた ○後継船就役までに生ずる観測船の運航の１年間の空白期間におい ○総合計画会議の中に 「航空機利用検討委員会 「後継船検討委、 」、
輸送体制につ ても、観測を継続する観点から、平成１７年１月、南極輸送問題 員会」を立ち上げ、将来の輸送体制を検討している。
いて 調査会議の下に 「輸送問題計画分科会」を設置し、物資の事前、

輸送など具体的な代替輸送手法について、現在検討中である。 ○現在越冬中の４６次隊は、滑走路作成実験の課題を現地で実施す
る予定である。

（ ）○ドロンニングモードランド航空機ネットワーク ＤＲＯＭＬＡＮ
に１１ヵ国の一員として参加した。
平成１７年５月１０日ドイツで開催されたドロンニングモードラ
ンド航空機ネットワーク会議において、来シーズンの計画、航空
支援体制等について協議した。



具体的な対応状況
指摘事項

文部科学省（本部） 国立極地研究所

情報の発信に ○南極観測は 昭和３２年 １９５７年 １月の昭和基地開設以来 ○平成１６年２月、南極昭和基地に大型の衛星通信アンテナが完成、 （ ） 、
ついて 平成１９年（２００７年）１月に５０周年を迎えるため、現在、 し、インテルサット衛星を利用した高速通信が可能になり、昭和

南極観測５０周年記念事業として、記念式典、記念誌の作成等に 基地とテレビ会議システムを利用して交信し、１６年２月～１７
ついて検討中である。 年５月まで２０回にわたり、小・中・高校の児童生徒向け南極教

室が開催されている。

○第４回国際極年（2007.3.1～2009.3.1）の一環として、次代を担
う青少年が極地を通じて地球や環境の理解を深めるとともに、中
・高生の理科環境教育の一翼を担う「第１回中高生南極北極オー
プンフォーラム」を、平成１６年１２月１８日に中高生８０名を
含む１４０名の参加を得て開催し、優秀提案者の表彰と発表会も
併せて実施した。
最優秀提案３件については、第４６次観測隊に託され南極におい
て実施され、結果はインテルサット通信を利用して提案者にフィ
ードバックされることとなっている。うち、１件については、既
に分析用資料が帰国した第４６次夏隊によって持ち帰られてお
り、分析の実施方法の検討がされている。他の２件は極夜が明け
る１７年８月以降に実施される予定である。

○「講演と映画の会」を３回（鳥取市（平成１６年９月１８日 、）
紋別市（平成１６年１０月２４日）及び国立極地研究所（平成１
７年４月１６日 ）開催したほか、日米ライブフォーラム（平成）
１７年４月１０日 、湘南国際村フェスティバル２００５（平成）
１７年４月２９日）等においても、インテルサット通信のテレビ
会議システムを利用して、南極昭和基地と結んで教育、広報、情
報提供活動を実施した。

○第４６次夏期行動中においては、観測隊長からの広報用の報道原
稿を２０回にわたって配信し、新聞、インターネット等により広
報された。

○国立極地研究所の南極観測のホームページに開設した子供向けホ
ームページ（平成１６年９月開設）をはじめ各コンテンツの充実
を図るため、現地からの最新の情報を提供できるよう内容の更新
に努めている。



「観測事業計画検討委員会」及び「外部評価委員会」設置の経緯

平成１５年

９月１１日～ 総合科学技術会議が実施する国家的に重要な開発研究

「南極地域観測事業 （大規模事業）評価実施」

１１月２５日 総合科学技術会議が「南極地域観測事業」について評価

報告書をとりまとめる

平成１６年

１月２９日 総合科学技術会議「南極地域観測事業」評価報告書の評

価を踏まえ、南極地域観測統合推進本部に 「基本問題、

委員会」を設置。

委員会の開催状況

第１回３／３、第２回３／３０、第３回５／１７

５月１７日 基本問題委員会「意見のとりまとめ」

６月１６日 第１２４回南極本部総会に基本問題委員会「意見のとり

まとめ」の報告を行い、今後、同「意見のとりまとめ」

の方向に沿って取り進めていくこととした。

９月１５日 総合科学技術会議分野別ヒアリング

平成１７年

３月１１日 基本問題委員会「意見のとりまとめ」に基づき、南極地

域観測統合推進本部に「観測事業計画検討委員会」及び

「外部評価委員会」を設置。

４月１５日 第１回観測事業計画検討委員会

４月２５日 第１回外部評価委員会

５月３０日 第２回外部評価委員会

６月 ３日 第２回観測事業計画検討委員会

６月１６日 南極地域観測統合推進本部総会



南極地域観測統合推進本部基本問題委員会「意見のとりまとめ （概要）」

１．趣旨・目的

○ 我が国の南極地域観測事業は、国民からの支持のもと、約５０年にわたり実施

○ 将来にわたって推進していくためには、国民とともに歩むという視点が一層大切であり、成果

を国民へわかりやすく情報発信することや国民全体の財産として共有していくことが重要

○ また、国民の財産として共有していくためには、観測事業計画の策定において、公開性と透明

性を一層確保するとともに、国として戦略性を明確に持つことが重要

２．南極地域観測事業計画策定の今後の基本的な在り方

○ 本部に 「南極地域観測事業計画策定委員会（仮称 」を設置し、観測事業計画の策定に関す、 ）

る企画・立案を行う （当面は、第Ⅶ期（平成１８年度以降）の南極地域観測事業計画を策定）。

○ 当該委員会は、計画策定過程の透明性や戦略性の確保の観点から、極域科学の関係者のみなら

ず、関連学会、産業界、国際政治関係者など幅広い有識者から構成

○ 南極地域観測事業計画の策定にあたっては、中期的な観点から、国立極地研究所、関係府省か

ら具体的な提案を受けるとともに、幅広い有識者の意見を踏まえて、我が国として戦略性のある

観測事業計画を立案

○ 公開性・透明性の確保と説明責任の観点から、観測事業計画の策定過程は公開・公表

３．南極地域観測事業の外部評価の在り方について

○ 本部に、科学的、社会的、国際的な観点から、観測計画の年次事後評価（観測の成果及び達成

度、設営計画の達成度等）を中心に、南極地域観測事業全般について評価を行う「南極地域観測

事業外部評価委員会（仮称 」を設置）

○ 当該委員会は、極域科学の関係者のみならず、関連学会、産業界、国際政治関係者など、幅広

い分野の有識者から構成

○ 評価結果は、第Ⅶ期（平成１８年度以降）の南極地域観測事業計画の策定に反映させるととも

に、各年度の観測実施計画やオペレーションにも反映

４．推進・支援体制の改革

、 、○ 南極観測事業の推進・支援体制についても 国民の理解を得つつ観測事業を推進していくため

効率化をはじめとした改革を行う。

・効率的な観測基地の設営・運営

・環境保全対策の推進 － 基地周辺の廃棄物についての早急な持ち帰り計画の立案

○ 国民に開かれた観測事業という観点から、隊員選考の透明性を図るとともに産学連携を推進

・公募部門と推薦部門の明示等、選考プロセスの透明性を図るとともに公募を拡大

・産業界が研究開発等に参入しやすい環境整備

５．積極的な情報の発信

○ 南極地域観測は、国民とともに歩むという視点が重要であることを踏まえ、観測や研究で得ら

れた成果は、研究者のみならず広く国民に還元することが必要

○ 多様なメディアを利用して、これまで以上に、南極地域観測事業の業績や意義を国民や研究者

等に発信することが必要

○ 主体的に広報活動を行うことが重要であり、国立極地研究所に広報活動に関する専門家を配置

するなど、積極的な情報発信体制の確立が必要

○ 情報発信を行う際には、研究者向け、一般向け、児童・生徒向け等、利用者側のニーズに即し

た情報発信（ＨＰの作成等）が必要

○ 南極に対する理解だけでなく科学に対する興味や関心を深めるため、子供たちに積極的に情報

発信していくことは重要であり、南極を教育の場として積極的に活用していくことが必要

・ 君たちの夢を南極へ」プロジェクト（仮称）の実施「

・子供たちが作成する「こども南極ＨＰ」の募集

６．今後の南極地域観測事業

○ 大きな転機に立っている南極地域観測事業に対する国民の理解を一層深めつつ 「しらせ」後、

継船の建造も、南極地域観測の継続に支障がないよう必要な時期に行っていくことが必要



南極地域観測統合推進本部関係会議一覧表（平成１７年３月～）

・我が国の南極地域観測事業の実施状況

外 部 評 価 委 員 会 新 等の評価を実施する（年次事後評価を（ ）

中心に実施）

本 部 総 会 ・南極地域観測事業の重要事項に関する審議

・本部総会に了承を得た事項の決定

本部連絡会 ・緊急を要する事項の決定

幹 事 会 ・予算協議等の省庁間の調整事項について検討

・南極観測事業の拡充、発展並びに輸送手段の発達に対応

南極輸送問題調査会議 する適切な輸送のあり方について、調査・検討

船 舶 分 科 会

・しらせ後継船の建

Ｗ Ｇ 造の諸課題につい

て検討

航 空 機 分 科 会

・平成２０年度の代替輸送手法

輸送問題計画分科会 の検討

・今後の南極地域観測計画の策定に関す

観 測 事 業 計 画 検 討 委 員 会 新 ること（ ）

・中長期計画の検討

・年次計画の検討



南極地域観測事業関係会議の審議概要

●「観測事業計画検討委員会」

◎第１回（平成１７年４月１５日）

○ 南極地域観測事業の現状について

○ 観測事業計画検討委員会の進め方について

○ 第Ⅶ期南極地域観測計画の在り方について

○ 第４７次南極地域観測計画（案）について

●「外部評価委員会」

◎第１回（平成１７年４月２５日）

○ 南極地域観測事業の現状について

○ 第４５、４６次南極地域観測隊行動実施計画について

○ 国立極地研究所における各隊次の観測実施報告に対する自己点検評

価プロセス等について

○ 外部評価委員会の進め方について

○ 外部評価項目・方法について

●「輸送問題計画分科会」

◎第１回（平成１７年２月４日）

○ 平成１７年度概算要求にあたっての事務局の検討概要について

○ 「しらせ」の現状について

○ 代替輸送手法（案）の検討と問題点の整理の仕方について

◎第２回（平成１７年３月２４日）

○ 新しい発想による代替輸送手法の検討について

○ 代替輸送手法における物資輸送の問題点について

○ 代替輸送手法の検討範囲について




